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　現代社会では，法人ないし企業の経済活動
が，社会経済生活のあらゆる分野において，き
わめて大きな役割を果たしてい乱このような
企業活動が一面において国民の経済生活の向上
に積極的な貢献をなしてきたことは確かな事実
であるが，他面，その利潤追求活動に伴い多く
の法人犯罪ないし企業犯罪を惹き起こしてきた
という，それがもつ消極的側面はけっして無視
できないものとなっている。法人ないし企業に
よる犯罪は市民の生命，健康あるいは消費生活
に大きな脅威を及ぼしているのであって，その
領域は公害犯罪，食品・薬品事故，企業災害か
ら，独占禁止法違反・不当な取引制限の罪をは
じめとする様々な形態の経済犯罪，さらには租
税犯罪にまで及んでいるω。
　これらの法人（企業）犯罪現象が量的に増大
し，また質的にも深刻化するに伴い，その防止
対策の必要性，とくに法人（企業体）処罰の強
化・拡充が社会的に要詰されることになるが，
伝統的な刑法理論は元来自然人の犯罪だけを念
頭において形成されてきたものであるだけに，
それを新たな犯罪現象である法人犯罪に当ては
め，法人処罰という社会的要請に応えようとす
る場合，種々さまざまな困難に遭遇することに
なる。しかし，この場合，安易に法人処罰の強
化あるいはその範囲の拡大を図ることによっ
て，近代刑法の基本原理である責任主義の原則
に抵触するような事態を惹き起こすことは絶対
に許されない。
　そこで，従来の法人処罰論を根本的に再検討
し，あくまでも責任原理を貫徹しながら，それ
とともに上記の社会的要請に応えうる法人処罰
論を開発することは，まさしく現代刑法理論の
最重要課題の一つであるといえるω。本稿の
狙いは，終極的にそのような理論を構築しうる
ことを目ざして，まず法人処罰論の現状を分析
し，ついで法人の刑事責任のあり方をめぐる種
々の課題を検討し，さらに近時提唱されている
新しい法人処罰立法論を批判的に考察するとこ
ろにある。
　註
（1）法人犯罪の重要性については，藤木英雄「企業
　体の犯罪と刑事政策」宮澤浩一ほか編『刑事政策
　　講座第3巻』191頁以下参照。企業犯罪の個々の
　現象形態については，板倉宏編r企業犯罪・
　　ネス犯罪』参照。
（2）法人処罰問題を検討することの重要性について
　　は，宇津呂英雄「法人処罰のあり方」石原一彦ほ
　　か編r現代刑罰法大系第1巻』222－223頁，西田
　　典之「団体と刑事罰」芦部信喜ほか編『岩波講座
　　基本法学第2巻』260－261頁等参照。
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皿　法人処罰論の現状
　1、法人の犯罪能力
　法人処罰論の現状を分析する場合には，法人
も犯罪主体でありうるか，あるいは法人に犯罪
能力を認めうるか，という古くから争われてき
た問題を避けて通ることはできない。また，法
人の刑事責任のあり方という課題の検討に際し
ては，「法人の犯罪能力」をめぐる論争の帰結
が重要な意味をもち，法人処罰に関する検討作
業の結果に大きな影響を与えると考えられる。
　この「法人の犯罪能力」という問題について，
まず，1日来の学説は，一般に，「法人に犯罪能
力なし（Societas　de1inquerenonpotest）」と
いうのが刑法の原則であるとして，法人の犯罪
能力を否定してきた㈹・　この否定説が主な論
拠とするところは，つぎのような諸点である。
すなわち，①自然人とは異なり，法人には固有
の意思も肉体もないから，その行為というもの
は考えられない，②法人は適法な目的の範囲内
においてのみ存在しうる，③法人には倫理的な
責任非難を帰しえないのであるから，それに刑
法上の責任を負わせることはできない，④刑罰
は，責任にもとづき，精神的な作用を意図した
ものであるから，法人には受刑能力がない，⑤
現行刑法の刑罰は，自然人でなければ科しえな
い自由刑が中心であり，罰金刑についても，納
付されない場合の換刑処分として，労役場への
留置が定められているのであるから，法人の犯
罪能力を認めることはできない，⑥行為者を罰
するほカ・に法人をも処罰すれば，二重処罰禁止
の原則に抵触することになる，⑦法人を処罰す
れば，犯罪と無関係な構成員を処罰することに
なる。以上のような論拠にもとづく否定説は今
日なお有力である。
　これに対して，後述（1I＿2－11〕）のような
法人処罰規定の著しい増加に伴って，法人の犯
罪能力を肯定する見解が優勢となりつつあり，
今日では，むしろ肯定説が多数であるといって
もよいω。　その論拠を，否定説のそれに対応
させて，これも箇条書きで示すとすれば，つぎ
のようである。すなわち，①法人はその機関を
通して意思を形成し，行為をなしうるのであ
り，機関の意思ないし行為が法人の意恩であ
り，また行為である，②適法な目的のもとに成
立した法人が違法な活動を行なうということは
十分に考えられる，③責任は社会倫理的非難で
あり，法人の違法な活動に対しても，責任評価
は可能である，④法人に対する刑罰も，白然人
たる機関に作用することによって，効果をもち
うる，⑤法人に対しても，罰金等の財産刑を科
すことが可能であり，将来の立法においては，
法人の解散，一定期問の営業停止等を刑罰とし
て定めることもできる，⑥機関の行為は，法人
の行為と個人の行為の両面をもつから，機関と
法人との両罰は二重処罰ではなく，一般従業者
の違反行為とそれに対する法人の監督上の過失
とは別個の犯罪である，⑦法人処罰において
は，構成員は単に問接的に不利益を受けるにす
ぎず，またそのような不利益に非難の契機は合
まれない（5〕。
　つぎに，判例は，伝統的に法人の犯罪能力を
否定する立場をとってきたのであり，たとえば
大審院昭和10年11月25日判決（刑集14華ユ217頁）
においては，「法人二犯罪行為能カアリヤ否ヤ
ニ付テハ所論ノ如ク見解ノー致セサルトコ1コナ
リト難モ我現行法ノ解釈トシテハ之ヲ否定スヘ
ク若シ法人ノ機関タル自然人カ法人ノ名義二於
テ犯罪行為ヲ為ス場合二於テハ其ノ自然人ヲ処
罰スルヲ以テ正当ト為スヘキコト夙二本院判例
ノ宣明スル所ナリ・」と述べている。判例がその
論拠とするところは様々であり，ある判決は，
法人は無形人であり，その目的の範囲内におい
て人格を有するにすぎないことをもって犯罪無
能力の理由とし；甲，別の判決は，刑事責任の
観念と自由刑を中心とする刑罰体系から法人の
犯罪能力を否定しω，　さらに別の判決は，法
人の犯罪能力を否定するに際して，自然意思を
有する責任能力者のみが犯罪の主体であるとい
う論拠を挙げている㈹。
　なお，後述（皿一2－2」）の法人処罰規定に
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おける法人事業主処罰の理論的根拠につき過失
推定説を採用した最高裁昭和40年3月26日判決
（刑集19巻2号83頁）については，法人の犯罪能
力を肯定したものであるという評価が可能であ
るが，この判決が法人の犯罪能力に関して特段
の説明を加えているわけではない｛9〕。
　さて，法人の犯罪能力否定説の基本的な論拠
は，法人には自然人と同様の意味での固有の意
思にもとづく肉体的行動としての犯罪をなす能
力もなければ，また自然人と同様の意味におい
て刑罰の精神的な作用を感受する能力もない，
とするところにある。しかしながら，もしも，
このような意味において法人の犯罪能力を問題
とするのが適当であるならば，それが法人に認
められないことは，あまりにも当然の事理であ
る。つまり，自然的意思と肉体をもたない法人
はあくまでも機関たる自然人の行為を媒介とし
てはじめて活動しうるものである以上，それが
白然人とまったく同様の意味において犯罪をな
す能力をもつようなことは最初から考えられな
いのである。そうではなく，ここでいう法人の
犯罪能力という問題は，臼然人の犯罪との類比
的な意味における機関を通しての法人犯罪を承
認することが刑法理論上合理的と考えられるの
か，またそのような一霞、考方式が犯罪論のあらゆ
る段階で自然人犯罪と統一性のある理論構成に
つながるものであるのか，ということである。
　このような観点から法人の犯罪能力を問題と
することが許されるのであるならば，それを肯
定することは十分に可能である。なぜならば，
法人の機関が法人の機関としてなした連法行為
を法人自身の行為として法人に帰属させること
は，現代の社会生活において一般的に認められ
ているところであり，またすでに民法および行
政法の分野においても承認されているのであっ
て，このような帰属関係を刑法において否定し
なければならない特別な理由は存在しないから
である。したがって，法人犯罪というものを法
理論的に考察する場合には，法人はその機関を
通して意思を形成し，また機関の行為によって
法人の行為をなす，という理論構成が特段の支
障もなく認められるのであって，まず法人の行
為能力が承認されることになる。ついで，社会
倫理的な非難を機関による団体的な意思形成と
これにもとづく法人の行為に対して加えること
ができるのであるから，法人の違法行為に対し
ても責任評価は可能である。さらに，刑罰が前
提とする精神的な感受能力も，機関による意思
形成過程において機関が抱くべき反対動機を通
して，法人の場合にも十分に存在しうる。この
ように，法人の犯罪能力は法理論的に問題なく
肯定されうる伽〕。また法人の犯罪能力につい
ては，簡単にそれを否定するのではなく，法理
論的な検討作業を通じてこれを肯定するのが，
法人の活動分野のますます増大している現代の
社会生活にとって相応しい見解といわなければ
ならない（m。犯罪能力否定説の挙げるその他
の派生的な論拠に対しては，先に示したとお
り，肯定説の側から適切な反論が加えられてい
るのであって，新たにそれに付け加えるべきも
のはない。
　以上のように，法人の犯罪能力は法理論的に
十分に認められるのであるが，このことは，た
だちに，法人が現行法上，後述の法人処罰規定
を離れて，あらゆる犯罪の主体となりうること
を意味するものではない。すなわち，実定法の
解釈としては，法人はただ法人処罰規定の範囲
内においてのみ犯罪主体性を有するものであ
るo2〕。したがって，法人が犯罪主体となりう
る範囲を拡大するためには，何らかの形式によ
る法人処罰規定の新設という立法措置が必要で
ある。
　2．両罰規定における法人処罰
　11〕法人処罰規定の沿革と規定形式
　わが国における最初の法人処罰規定は，明治
33年法律第52号「法人二於テ租税及葉煙草専売
二関シ事犯アリタル場合二関スル法律」第1条
である。すなわち，同条は，「法人ノ代表者又
ハ其ノ雇人其ノ他ノ従業者法人ノ業務二関シ租
税（及葉煙草専売）二関スル法規ヲ犯シタル場
合二於テハ各法規二規定シタル罰則ヲ法人二適
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用ス但シ其ノ罰則二於テ罰金科料以外ノ刑二処
スヘキコトヲ規定シタルトキハ法人ヲ3百円以
下ノ罰金二処ス」と規定していた。これは，法
人の代表者，雇人，従業者が法人の業務に関し
て違反行為をしたときは，それらの違反行為者
ではなく法人を処罰するという法形式の規定で
あって，「法人代罰規定」と呼ばれている。こ
の規定は，他の多くの立法に準用され，また同
様の規定をもった法律が制定されていったが，
大正末期になると，事業主処罰規定としては，
この形式にかわって，「本法により適用すべき
罰則は其の者が法人なるときは，理事，取締役
その他法人の業務を執行する役員に…適用す」
という，「代表者代罰規定」の形式が一般化す
るようになったα3〕o
　その後，昭和にはいって，法人と違反行為者
の双方を処罰する，新たな法人処罰の形式が
登場するにいたった。すなわち，昭和7年法
律第17号「資本逃避防止法」（翌年の改正により
「外国為替管理法」（法律第28号）となった。）は，
「法人ノ代表者又ハ法人若ハ人ノ代理人，使用
人其ノ他ノ従業者カ其ノ法人又ハ人ノ業務二関
シテ前条ノ違反行為ヲ為シタルトキハ行為者ヲ
罰スルノ外其ノ法人又ハ人二対シ亦前条ノ罰金
刑ヲ科ス」という規定を置いた。このような形
式の法人処罰規定がr両罰規定」と呼ばれてい
る。現在では，ごく少数の例外を除いて｛14〕，
ほとんどすべての法人処罰規定が両罰規定の形
をとっているu5〕。
　両罰規定は，上述の資本逃避防止法のように
「法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，
使用人その他の従業者が，その法人又は人の業
務に関し，前一・・条の違反行為をしたときは，
行為者を罰するほか，その法人又は人に対して
各本条の罰金刑を科する」という形式を標準型
としている。このような標準型が圧倒的多数を
占めているのであるが，その変型として，但書
で「但し，法人又は人の代理人，使用人その他
の従業者の当該違反行為を防止するため，当該
業務に関し相当の注意及び監督が尽くされたこ
との証明があったときは，その法人又は人につ
いては，こめ限りでない」という免責条項を
加えるもの（土地収用法第145条等），無過失を何
人について立証すべきかについて「法人の役員
（理事，取締役その他これに準ずるぺき者をい
う。）」と注記するもの（生活保護法第86条第2項
等），法人格のない社団等に対する適用に関す
る明文規定を有するもの（所得税法第4条等），
違反行為があった場合，違反行為者と法人（事
業主）のほか，法人の代表者等の管理者をも処
罰する規定（いわゆる「三罰規定」）を設けてい
るもの（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律第95条の2等）など様々な類型がみられ
る㈹。
　（2）両罰規定における法人処罰の理論的根拠
　前述のように現行法上のほとんどすべての法
人処罰規定が両罰規定の形式をとっているので
あるが，この場合，このような形式による法人
処罰規定の最大の問題点は，何故に，法人の従
業者の違反行為があった場合に，違反行為者が
処罰されるだけではなく，事業主としての法人
までもが処罰されうるのか，ということであ
る。すなわち，両罰規定における法人処罰の場
合には，その理論的根拠ないしその背景にあり
それを支えるべき理論の解明が最も重要な課題
である｛17〕。
　さて，（自然人事業主と法人事業主の両者を含め
た）事業主処罰の理論的根拠について，かつて
支配的であった見解は，それを他人の行為にも
とづく無過失責任であるとする立場であった。
このような見解は，最初は，事業主処罰規定の
形式が代罰規定であったときに提唱されたもの
であるが，その形式カ干両罰規定に移行してから
もそのまま引き継がれたのであり，判例によっ
て採用され，また学説によっても支持されてい
た〔18〕。この無過失責任説によれば，事業主処
罰規定は，犯罪主体と受刑主体との同一を要求
する一般原則に対して大々的の例外を認めた規
定であり，すなわち他人の行為による刑事制裁
を定めたものである。また，これらの法規は絶
対的に事業主を処罰するという趣旨を有するも
のと解するのが至当であって，従業者の違反行
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為につき事業主に故意・過失がないことを立証
しても処罰を免れることはできないのである
から，結局，自己の意思責任と関係のない他
人の行為により刑罰制裁を負担するものであ
る｛19〕。
　以上のような内容の無過失責任説は，過失犯
であることを明示していない事業主処罰規定の
立法形式に着目し，またその正当化根拠を行政
取締目的に置くものであった。とくに正当化根
拠については，この見解を支持する学説によっ
て，行政法規の運用に際して無過失責任にもと
づく処罰がもたらす一般予防効果が強調されて
いた｛20〕。無過失責任説の提唱はこのような論
拠にもとづくものであり，これらの論拠には，
この見解を判例・学説において永く支配的なも
のとするだけの理由があったとも考えられる
が，この立場には，現代の刑法理論としてはと
うてい許容されえない致命的な欠陥があった。
すなわち，無過失責任説は，犯罪主体（違反行
為者）と受刑主体（事業主）との不一致を認める
点，および事業主処罰において事業主自身に
散意も過失も要しないとする点で明らかに近代
刑法の基本原理である責任主義の重大な例外を
認めるものであった｛21〕。また，何らかの意味
での過失がなければ刑事責任を負わされること
はないという考え方が憲法上の要請にまで高
められていると考えられる今日では，無過失責
任説は法理論として成り立ちえないものであ
る伽〕。事業主処罰の根拠をどうしても無過失
責任を認めたものとせざるをえないとするなら
ば，そめ立場では，事業主処罰規定を違憲無効
としなければならないであろう（23〕。
　その後，昭和10年代にはいって，学説上，両
罰規定における事業主責任も過失責任として理
解すべきであるとする有力な見解が唱えられる
ようになった。この過失責任説によれば，統制
者としての事業主はすべての従業者に犯則行為
をさせないよう万全の注意をなすべき義務を負
担している。犯則行為をなした者は従業者であ
って事業主でないとしても，それは事業主が従
業者に犯則行為をさせないように注意し監督す
べき義務を怠った結果とみなければならないの
であって，事業主の犯罪を構成するのである。
それが犯罪である理由は純粋に注意義務の解怠
にある｛24〕。このような内容の過失責任説は，
責任主義の原理に適合する妥当な見解であると
して，その後次第に有力な学説となり㈱，判
例と対立するにいたった。
　なお，上述の過失責任説のなかでも，過失の
証明あるいは反証の許容をめぐって，つぎのよ
うな三種の見解の対立がみられるようになっ
た。すなわち，まず過失擬制説は，事業主の過
失の存在は法律上擬制されているのであって，
反証は許されないとし㈹，ついで’通説となっ
ていった過失推定説は，事業主の過失は推定さ
れているので，この推定を破る事実が証明され
ないかぎり，事業主は責任を免れることができ
ないとし蜆7〕，さらに純過失説は，事業主処罰
規定も，通常の過失犯と同じであり，積極的に
事業主の過失の存在が立証されなければならな
いとしていたのであった｛28〕。
　その後，事業主責任の性質について，判例と
学説が対立する状況が続いたが，ついに，最高
裁は昭和32年11月27日の大法廷判決（刑集11巻
12号3133頁）において，自然人事業主の処罰につ
いて，両罰規定は「事業主として右行為者らの
選任，監督その他違反行為を防止するために必
要な注意を尽くさなかった過失の存在を推定し
た規定」と解すべきであるとして，過失責任説
（過失推定説）に立って判例を変更することを明
らかにした。この判決の立場は，後の判決によ
っても踏襲され㈱，学説によっても好意的に
受けとめられた（30〕。
　ところが，上言己の判決の登場によって，自然
人事業主については過失責任，法人事業主につ
いては無過失責任という新たな矛盾が生ずるこ
とになった。最高裁は，昭和40年3月26日の第
二小法廷判決（刑集19巻2号83頁）によって，こ
の矛盾を解消した。すなわち，この判決は，
「事業主が人である場合の両罰規定については，
その代理人，使用人その他の従業者の違反行為
に対し，事業主に右行為者らの選任，監督その
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伸違反行為を防止するために必要な注意を尽く
さなかった過失の存在を推定したものであっ
て，事業主において右に関する注意を尽くした
ことの証明がなされない限り，事業主もまた刑
責を免れないとする法意と解するを相当とする
ことは，すでに当裁判所展次の判例……の説示
するところであり，右法意は，本件のように事
業主が法人（株式会社）で，行為者が，その代
表者でない，従業者である場合にも，当然推及
されるべきである……」と判示し，法人事業主
についても，過失責任説（過失推定説）を採用
することを明確にしたのである。このようにし
て，現在，法人を含む事業主の処罰根拠につい
ては，判例・学説において，過失責任説（遇失
推定説）が揺るぎ無い地歩を占めている｛3工〕。
それは，前述のように，過失責任説が犯罪主体
と受刑主体とを一致させ，自己の過失責任のな
いかぎり刑罰を科されることはないとする刑法
の責任主義の原理に適合する理論と解され，さ
らにそのうえ過失推定説が行政取締目的の達成
とこのような刑法の保障原則という二つの要詰
をたくみに調和させる妥当な見解とみられてい
ることによる。しかし，また他方で，前言己昭和
32年最高裁判決の下飯坂補足意見のように，な
お無過失責任説を強力に主張する見解もあり，
また無過失責任説を再評価しようとする一部の
論者も存在する㈹。
　さて，過失責任説によれば，自然人事業主の
場合，従業者の違反行為について，自然人事業
主の選任監督上の過失責任が問われるのである
から，この場合には特段の問題は生じない。し
かし，法人事業主の場合には，法人の従業者の
違反行為について，法人が選任監督上の過失責
任を問われるという点に関して，何らかの理論
構成が必要となる。なぜならば，前述のよう
に，法人に犯罪能力を認めるとしても，法人は
法人の代表者たる自然人の行為を媒介としなけ
れば行為をなしえないからである。そして，こ
の問題に関しては，一般に，法人の従業者の違
反行為については，現実の過失は代表者たる自
然人について認められ，その代表者の過失がそ
のまま法人に帰属し，法人の過失となる，とい
う理論構成がとられている。また，それととも
に，代表者の違反行為については，その内容が
故意犯，過失犯のいずれであれ，それがそのま
ま法人の行為となる，という論理が展開されて
いる。ここで改めて指摘するまでもなく，この
ような理論構成は，まさしく法人の犯罪能力肯
定説が法人の行為能力を是認する場合の法理そ
のものである。このように，過失責任説の主流
となっている見解は，両罰規定の解釈として，
法人の犯罪能力を肯定したうえで，法人の代表
者の意思と行為を媒介として，代表者の違反行
為については法人の「行為責任」を，それ以
外の従業者の違反行為については法人の「監
督責任」を認める理論構成をとっているのであ
り（33〕，前言己昭和40年最高裁判決もこのような
見解を採用するものと考えられる㈹。そこで
法人の犯罪能力肯定論者は，この判決につい
て，それは法人自身に過失行為が存在すること
を認めたもので，両罰規定の範囲内で法人の犯
罪能力を肯定した点において画期的な意義をも
つものであると評している㈱。
　なお，基本的に法人の犯罪能力を否定する立
場からも，両罰規定における法人処罰の理論的
根拠について，前述の過失責任説の主流となっ
ている立場と，その理論構成において外形的に
類似した有力な見解が主張されている。この見
解によれば，行政刑法の分野における刑罰は，
倫理的要素が稀薄で威嚇的要素が強いという特
殊性を帯びたものであるから，法人の機関のな
した違反行為については，法人と機関との固有
の関係から，その責任が法人に直接帰属するの
であり，これに対して，法人の従業者が違反行
為をなした場合は，この違反行為を防止すべき
注意義務を果たさなかった機関の過失行為の効
果が，法人とその機関の関係から，法人に帰属
するのである㈹。しかしながら，このような
思考方式には，その基本的な部分において重大
な疑問があるとしなければならない。なぜなら
ば，それは，結局のところ，犯罪能力のない，
したがって犯罪行為をなしてはいない法人に刑
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事責任を負担させるものだからである工37〕。こ
の場合，法人の刑事責任は，機関のそれを代位
するものとして一種の連座制を認めることにも
なりかねないのであって，刑法の責任主義の原
理に著しく抵触するといわざるをえない㈱。
　以上の考察により，両罰規定における法人処
罰の理論構成が明らかになった。過失責任説は
責任主義の要詰に応えうるものであり，また，
法人の犯罪能力肯定を立論の基礎とする，過失
責任説の主流となっている見解は，上述のよう
な理論構成に十分に成功したものと評価でき
る。そこで，つぎに，法人に「監督責任」が問
われる場合の，過失の証明あるいは反証の許容
という問題が検討されなければならない。
　まず，事業主の過失の存在は法律上擬制され
ているのであって，反証は許されないとする過
失擬制説は，結局の・ところ，無過失責任を認め
るのと同じであり，したがって，それは無過失
責任説に対してなされた批判をそのまま受けな
ければならない。その点，通説としての地位を
占める過失推定説は，前述のように，一般r，
行政取締目的の達成と刑法の責任主義の原理と
いう二つの要請をたくみに調和させる妥当な見
解であると解されている㈹。しかし，この見
解は，事業主の監督過失を立証することは困難
であり，したがって検察官に挙証責任を負わせ
るならば，行政取締の目的が十分に達成されな
いことになる，という理由により，挙証責任の
転換を認めるのであり，その意味において，な
お責任主義に対して重大な例外を認めるもので
あるω。しかも，実務上は，「過失の推定」は
きわめて強く，実質的には無過失責任とあまり
変わらない程に広く認められているの．であり，
検察実務家の指摘によれば，実務上の取扱い
としては，従業者の違反行為が客観的な処罰条
件に近いものとして受けとられ，そのように処
理されているというのが実情である｛41㌧そし
て，このような現実は，まさしく過失責任説の
画餅化を意味するのであり，刑法の責任主義の
観点からはけっして放置されえない■。したがっ
て，あくまでも刑事法の原則（責任主義と検察官
挙証責任の原則）に忠実に従い，事業主の過失
は検察官によって積極的に立証されなければな
らないとすぺきである（42〕。また，法人に対す
る刑罰（罰金）もけっして倫理的要索が稀薄で
威嚇的要素が強いという特殊性を帯びたものな
どではなく，基本的に自然人に対する刑罰と
同一の性格をもつものと考えるべきであるか
ぎり，安易に過失の推定を認めるぺきではな
い㈹。ところが，従来より，純過失説に対し
ては，それが明文規定の形式に忠実ではなく，
また過失の存在の立証をつねに要求するのは実
際上無理である，という批判が加えられてい
るω。　しかしながら，過失犯であることを明
示していない事業主処罰規定の立法形式に忠実
であろうとするならば，むしろ無過失責任説を
妥当な見解としなければならないことになる。
ところが，責任主義の原理が高唱される今日で
は，この原理に適合するように合理的に解釈し
直すことが要請されるのである。また，民事訴
訟と異なり，刑事事件における検察官の証拠収
集権限は強大であり，帳簿の押収や会社幹部の
取調を行なうことができるのであるから，過失
立証の困難性を理由とする批判が必ずしも説得
力をもつとはいえないであろう㈹。それゆえ
に，すくなくとも現行法上免責条項の但書（こ
のような但書を伴う両罰規定は戦後の立法において
過失推定説の影響下に制定されるようになったもの
と考えられる。）のない場合には，検察側に過失
の存在を立証させるのが妥当な解釈と考えられ
るのであり㈹，またこの免責条項（但書）を，
それは事物の本質上，事業主に注意義務違反が
なかった場合には過失がなく，処罰されないこ
とを注意的に規定したにすぎないものと解釈す
ることも十分に可能である（47〕。
　以上により，事業主の監督過失の存在は，検
察官によって立証されなければならないことが
明らかになった。そこで，つぎに，検察官によ
って立証される過失の内容，つまり，事業主に
要求される従業者の違反行為防止のための注意
義務の内容が検討されなければならない。
　さて，両罰規定における法人を含む事業主の
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過失とは，前記昭和32年最高裁判決ならびに昭
和40年最高裁判決によれば，「従業者の選任・
監督その他違法行為を防止するための注意義務
を尽くさなかっナこ過失」である。そのような意
味における過失が具体的にどのようなものをい
うのかは明確ではないが，おそらくこのような
判例の立場では，昭和3年3月20日の大審院判
決（刑集7巻186頁）’＝が判示するように，すくな
くとも，従業者による違反行為を防止するた
め，閲覧に便利な場所に注意事項を掲示し，あ
るいはまた，講習会を開いて注意事項を徹底さ
せ，必要に応じて戒告を与えるという方法で，
一般的・抽象的に注意しただけでは違反行為と
いう結果の発生を防止するために必要な注意を
尽くしたといえないことは確かであろう。ま
た，過失責任説を代表する一部の学説によれ
ば，事業主はその事業の経営主宰者たる地位に
あるから，その業務全般において一切違反行為
が行なわれないように注意監督する義務，換言
すれば，すべての従業者に一切違反行為をさせ
ないよう万全の注意監督をなすべき義務を負
担している，ということである（48〕。このよう
に，従来の過失責任説の予定する過失は，きわ
めて高度の注意義務を前提とするものであっ
て，平均的一般人に遵守を期待することがで
きるような注意義務違反を内容とする刑法上
の過失とはかなりかけ離れたものとなってい
る（49〕。しかしながら，事業主に対してあまり
にも高度の注意義務を課することは，実質的に
は無過失責任を認めるのと同じであり，それで
は，法人を含む事業主処罰の理論的根拠につき
過失責任説を採用したことの意味がなくなって
しまう〔50〕o
　また，選任時の過失は，違反行為をなした従
業者の選任において，その者が将来違反行為を
なす虞があることを看取しなかっナこことについ
て認められる，とされるが‘5工〕，そのような過
失は，通常，従業者の行なう違反行為からは遠
く，事業主の処罰を基礎づけるにはあまりにも
抽象的すぎるといわなければならない（52〕。し
たがって，事業主の注意義務は選任時にまで遡
及して考えるべきではなく，あくまでも従業者
の違反行為時点およびそれに密接する時点にお
ける監督上のものに限定すべきである（53〕。
　したがって，事業主の監督責任における注
意義務も，やはり基本的には一般刑法犯の注
意義務と本質的に異ならないものにすべきであ
る㈱。この場合にも，安易に行政取締の必要
に譲歩すべきではない。たしかに，両罰規定に
おける監督過失の内容を定型化することはきわ
めて困難であるが，すくなくとも，それを一般
刑法犯の過失と同様のものに引き戻す方向での
検討がなされるべきである。
　ところで，改めて指摘するまでもなく，事業
主の監督過失と従業者による違反行為の実行と
の間に因果関係が存在しなければならない。す
なわち，両者の問には，事業主（法人事業主の場
合には，現実には代表者）が一定の措置をなして
おれば，当該違反行為は防止されたであろうと
いう関係が必要なのであって，この関係を認定
するためには，事業主（法人事業主の場合には，
代表者）に要求される注意義務の内容は特定さ
れていなければならない。また，事業主（法人
事業主の場合には，代表者）がなすべき措置は，
具体的情況の下で，当該事業主（代表者）に期
待しうるものでなければならない（55）。そして，
このような注意義務の内容は，個々の具体的場
合に即して，業務内容・指揮監督系列等の要素
を併せ考えながら，事業主（法人事薬主の場合に
は，代表者）と従業者のつながりの程度から決せ
られるべきであるが（56〕，前述のように，その
程度および性質において，一般の刑法犯の場合
とかけ離れたものであってはならない。
　なお，法人事業主の場合には，両罰規定にお
ける法人処罰の理論構成を検討したところで明
らかになったように，法人の監督過失の存在
は，代表者（機関）についてこれを決すべきで
あって，その代表者（機関）の監督過失がその
まま法人に帰属し，法人の監督過失となる。そ
して，これが法の態度であることは，前述の免
責条項（但書）の規定の仕方からも明らかであ
る㈹。
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　ところが，以上のように法人を含む事業主の
監督過失の内容を一般刑法犯のそれと同様のも
のに引き戻し，しかもそのような過失が検察官
によって立証されなければならないとする見解
に対しては，それでは，事業主（法人）の処罰
される範囲が著しく縮小され，行政取締の目的
が十分に達成されえないという批判がなされる
ものと考えられる。たしかに，このような見解
に従えば，行政刑法分野における事業主（法
人）処罰の範囲が従来よりは縮小されることに
なるが，それは，刑事法の原則（責任主義と検察
官挙証責任の原則）から必然的に導き出される，
刑事制裁行使の適正な限定を意味するものとい
わなければならない㈱。すなわち，刑事制裁
の限界ないし節度の問題である。また，行政取
締の必要に譲歩することを許容する事業主（法
人）処罰の法理は，一方で，いわゆる行政犯に
ついては無原則的に拡張された事業主（法人）
処罰を認めておきながら（59〕，他方では事業主
（法人）処罰の要請されている一般刑法犯へ事
業主（法人）処罰の対象を拡大する途を閉ざし
てしまっている。事業主（法人）処罰のあり方
を考えるにおいては，むしろ，このような事柄
が間題とされなければならない。
　（3）両罰規定における法人処罰の従属性
　さて，法人事業主の場合，両罰規定は「法人
の代表者その他の従業者が違反行為をした」こ
とを法人処罰の要件としているし，また前述の
両罰規定における法人処罰の理論構成からも，
法人が処罰されるためには，特定の違反行為の
存在が必要である。しかし，この場合，両罰規
定が「行為者を罰するほカ・」，その法人に罰金
刑を科する，と定めているとしても，違反行為
者が現実に起訴され処罰さ祁ることは必要では
なく，また，たとえ法人と違反行為者が同時に
処罰される場合であっても，両者についてそれ
ぞれの事情に従って，各別に科刑されることに
な孔問題は・違反行袖がどの程度にまで立証
されなければならないのか，というところにあ
る。この点については，まず，法人の代表者
　（機関）の違反行為については，その内容が故
意犯，過失犯のいずれであれ，それがそのまま
法人の犯罪行為となるのであるから，すべての
犯罪成立要件の立証が必要である。これに対し
て，従業者の違反行為については，法人は前述
のような独自の監督過失により処罰されるので
あるから，その違反行為は構成要件に該当し，
違法性を有するものであればよいのであって，
有責性の要件についてまで立証される必要はな
いといえる‘石o〕。要するに，この場合，法人を
処罰するためには，特定の従業者が特定の各本
条の構成要件に該当し，違法性を有する行為を
なしたことを明らかにしなければならないので
あって，この種の問題が，両罰規定における
「事業主（法人）処罰の従属性」または法人処
罰の「行為者処罰とのリンク」もしくは「個人
行為者責任とのリンク」と呼ばれている‘61〕。
　註
（3）宮本英脩r刑法大綱』54頁，瀧川幸辰r犯罪論
　　序説』20頁，小野清一郎r新訂刑法講義総論』95
　　－96頁，団藤重光r刑法綱要総論』83頁，植松正
　　r全訂刑法概論I総論』ユ06頁以下，荘子邦雄r刑
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　　法講義（総論）』129頁以下，平野龍一r刑法総論
　　I』113頁以下，中義勝r刑法総論』92頁以下，藤
　　木英雄r刑法講義総論』106頁以下，西原春夫r刑
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　　・前掲書，52頁以下，金沢・前掲書，49頁以下，
　　西田・前掲論文，262頁以下，田中・前掲（劃9〕）
　　論文，189頁以下等参照。
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　　れるが，本稿は，一応，通説・判例が採用する過
　　失責任説の理論的枠組を基礎において，法人処罰
　　論を再検討しようとするものであるから，上言己不
　　作為犯説の根本的な検討については，他日を期し
　　たい。不作為犯説については，木村（亀）・前掲
　　書，146頁以下，金沢・前掲書，65頁以下参照。
　　また，その他に，東條仲一郎r両罰規定」伊藤栄
　　樹ほか編r注釈特別刑法第！巻』242頁，内田文昭
　　「外国為替及び外胴貿易管理法73条の法意」『刑法
　　解釈論集（総論I）』84頁参照。
（32）高橘勝好「両罰規定における業務主体処罰の原
　　由（下）」警察研究29巻9号，4ユ頁以下，土木武司
　　「両罰責任（中）」警察学論集29巻ユO号，ユ39頁，棚
　　町祥吉「業務主休の刑事責任」警察学論集28巻3
　　号，l1頁参照。なお，中野次雄「業務主処罰規定
　　についての覚書」早稲四法学54巻1・2号，91頁
　　以下も，独自の企業体概念を用いて，無遇失責任
　　説を再構成しようとする。
（33）八木・前掲書，ユ31－132頁，金沢・前掲書，70
　　頁，内田・前掲論文，77頁以下，平野・前掲書，
　　1ユ6頁，岩井宜子「公害罪法における法人処罰」藤
　　木英雄編r公害犯罪と企業責任」202頁等。
（34）西田・前掲論文，274－275頁，金沢・前掲論
　　文，22－23頁参照。
（35）金沢文雄「法人の犯罪能力」法学セミナー172
　　号，33頁。なお，この判決が法人の犯罪能カを是
　　認したとする見解としては，その他に，内田・前
　　掲書，77頁以下，沼野輝彦「両罰規定と法人の過
　　失」『荊法判例百選I」38頁以下等。これに対し
　　て，この判決が法人の犯罪能力肯定説に踏み切る
　　趣旨で下されたとみることには疑問がある，とす
　　る見解としては，田中・前掲（謝9〕）論文，197頁
　　以下。
（36）福田平r行政刑法（新版）」109頁以下参照。
（37）　内田・前掲論文，80頁参照。
（38）前出昭和40年最高裁判決の趣旨との関係で，西
　　［日・前掲論文，275頁，東條・前掲（註⑯）論文，
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（41）
（42）
（43）
（44）
（45）
（46）
（47）
（48）
（49）
（50）
（51）
（52）
（53）
（54）
（55）
（56）
（57）
（58）
7頁参照。
　福田平「現代刑法における責任主義と集団的犯
罪行動」r刑法解釈学の基本問題』116頁参照。
　西旧・前掲論文，266頁参照。
　飯田英男「法人処罰に関する立法上の問題点」
ジュリスト672号，82頁，三井誠「法人処罰にお
ける法人の行為と過失」刑法雑誌23巻1・2号，
146頁参照。また，土本・前掲（註鋤）論文，138
頁は，「実際上，業務主の過失は常に推定されて
いてこれが覆えることはないことになる」とする。
　飯塚・前掲論文，133頁以下，三井・前掲論文，
15／頁，神山敏雄r両罰規定と業務主の刑事責任」
法学セミナー277号，85頁，秋山哲治「使用主の
刑事責任」法学教室（第1期）3号，53頁参照。
　小島建彦「両罰規定における法人処罰と従業者
等処罰の関係」刑法雑誌23巻ユ・2号，／24頁参
照。
　八木・前掲書，82頁以下，田中・前掲（劃9〕）
論文，196頁，中森・前掲論文，31頁等参照。
　小島・前掲論文，124頁，西E日・前掲論文，266
頁参照。
　三井・前掲論文，ユ51－152頁参照。
　神山・前掲論文，85頁，木村（亀）・前掲書，
148頁参照。
　八木・前掲書，84頁。
　土本・前掲（註翻）論文，137－138頁，宇津呂
・前掲論文，197－198頁，鈴木義男「両罰規定に
よる法人の刑事責任の根拠」研修211号，62－63
頁参照。東條・前掲（註舳論文，243－244頁は，
事業主は自己の事業を効率的に運営するため，木
来は自ら遵守し履行すべきものを従業者に分担す
ることを許されたことの見返りとして，「高度の
注意義務」を負担しなければならない，とする。
　鈴木・前掲論文，63－64頁，小島・前掲論文，
122－123頁，東條・前掲（註側）論文，241－242
頁参照。
　八木・前掲書，84－85頁。
　中森・前掲論文，33頁註ω参照。
　神山・前掲論文，86頁参照。
　小島・前掲論文，123頁，鈴木・前掲論文，64
頁参照。
　西田・前掲論文，267頁，鈴木・前掲論文，64
頁参照。
　内田・前掲論文，84頁参照。
　岩井・前掲論文，202頁参照。
　宇佐見俊臣r企業組織体責任論について　違法
な企業活動に対してはたすべき刑法の役割」駒沢
大学大学院公法学研究6号，127頁は，r違法な企
業活動が目立ち国民に莫大な被害を与えているか
らといって，保障原則をゆるめてまで刑法の機能
　　を拡大しようとすることは，厳にいましめなけれ
　　ばならない」とする。妥当な見解である。
（59）西原春夫「民事責任と刑事責任」有泉亨編『現
　　代損害賠償法講座第1巻』48頁は、「刑事法が責
　　任の主体について個人責任の原理を最も軟化させ
　　ているのは，かなり多くの行政取締法規に設けら
　　れたいわゆる両罰規定においてである」とす乱
（60）西田・前掲論文，276－277頁，中森・前掲論文，
　　32頁，田中・前掲（劃9〕）論文，178－179頁，同
　　・前掲（劃15）論文，290－291頁参照。
（61）金沢・前掲書，77頁以下，岩井・前掲論文，
　　194－195頁，三井・前掲論文，145頁，宇津呂・前
　　掲論文，185頁，飯田・前掲論文，82頁，藤永幸
　　治「法人処罰に関する立法上の諸問趨」刑法雑誌
　　23巻ユ・2号，136一ユ37頁参照。
皿　法人処罰論の課題
　1．両罰規定の改善
　以上の法人処罰論の現状分析ならびにその批
判的再検討にもとづいて，つぎに，法人の刑事
責任のあり方をめぐるいくつかの重要な課題の
検討がなされなければならない。
　まず，前述（皿一2－2〕）の両罰規定におけ
る事業主（法人）処罰の理論的根拠に関する検
討作業を通じて，現行両罰規定の規定形式に是
正されるべき欠陥の存することが明らかにされ
た。すなわち，両罰規定を含む事業主処罰規
定は，当初は無過失責任を定めたものとして
成立したと考えられるのであって㈹，それは
けっして過失犯であることを明示してはいな
い㈹。そこで，かつて永く支配的であった判
例・学説は，この明文との関係をも重視して，
事業主処罰の根拠を他人の行為にもとづく無過
失責任とする立場をとった。このような意味に
おいて，立法の形式を根拠とするかぎり，かつ
ての無過失責任説は正当なものを掴んでいたと
いう評価も成り立つのである㈹。したがって
現行両罰規定の規定形式がそのまま存続するか
ぎり，前述のように，折にふれて，それが刑法
の責任主義と抵触するものであるにもかかわら
ず，事業主（法人）処罰について再度無過失責．
任説へ回帰することが強調されることになる。
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また過失の立証問題についても，純過失説に対
しては，従来より，それが両罰規定の形式とは
なはだしく懸隔するという批判が加えられてき
ている。それゆえに，このような問題を一挙に
解決するためには，両罰規定における法人事業
主の「監督責任」について，それを明文をもっ
て過失犯とする立法措置が講じられなければな
らない。また，それとともに，純過失説の立場
からは，過失推定説の影響下に戦後の立法にお
いて多く制定されるようになったのであり，そ
の過失推定説の一つの論拠ともなっている免責
条項（但書）は削除されるのが望ましいと考え
られる。このような方向で，両罰規定の形式が
統一されるべきである。
　さて，．前述（1ト2－12〕）のように，過失責
任説の主流となっている見解は，両罰規定の解
釈として，法人の代表者の意思と行為を媒介と
して，代表者の違反行為については法人の「行
為責任」を，それ以外の従業者の違反行為につ
いては法人の「監督責任」を認める理論構成を
とっているのであり，本稿においても，このよ
うな理論構成が基本的に妥当であることが明ら
かにされた。この場合，法人の代表者の範囲は
比較的明確であって，それは法令・定款などに
より業務執行権限を有する者である，とされて
いる㈱。したがって，一定の規模の法人の場
合には，この点において特別な問題が生ずるこ
とはない。ところが，法人の規模が巨大なもの
となり，それに応じてその内部機構が複雑．にな
ると，特定の代表者が末端の従業者の行動を把
握して，現実に監督するといった事態を想定す
るのは実情に合わず，実際上法人の監督責任を
間うことがきわめて困難になる，という重大な
問題が生ずることになる（66〕。
　このような問題の解決策として，代表者にき
わめて高度の注意義務を課し，そうすることに
よって監督責任を事実上無過失責任とすべきで
ある，とする見解が主張される可能性も現行法
上は存在する｛67，。しかしながら，このような
見解が妥当なものといえないことは，本稿にお
いても繰り返し述ぺたとおりである。ところ
で，現代社会においては，法人は，その組織の
規模が巨大な一ものとなるに伴って，一定の高い
地位にある管理者に対して，きわめて包括的な
権限を移譲し，これを中軸として法人活動を行
なっている。たとえば，大企業が事業部制を採
用している場合であるとか，あるいは工場単位
の独立採算制を導入している場合などにおいて
は，各部門の責任者あるいは工場長（工場長が
代表権のない取締役を兼ねることも多い。）が，　そ
れぞれその部門についての全責任を有している
のであって，代表者自体は個々の事業内容につ
いて直接の指揮監督をなしていない。したがっ
て，このような場合には，法人活動の実態に着
目して，これらの管理者的地位・にある者の行為
を代表者の行為と同視し，それを直接法人に帰
属させることが可能であり，またそうすべきで
ある。なぜならば，代表者の行為のみを法人に
帰属させるというのは，対外的な取引関係を前
提とした民事上の原則であり，刑法上の考慮と
は無縁のものと考えられるからである。そして
この場合には，上記管理者的地位にある者の違
反行為について，法人の「行為責任」が，末端
の従業者の違反行為に関する上言己管理者的地位
にある者の監督過失については，法人の「監督
責任」が認められることになる。現行両罰規定
について，このような理論構成を可能にする方
向で，しかるべき立法措置が講じられなければ
ならない（6呂〕。
　さらに，現行両罰規定の欠陥の一つとして，
法定刑があまりにも低すぎることが挙げられな
ければならない。すなわち，現行両罰規定によ
る法人に対する罰金額があまりにも低額にす
ぎ，法人に対する制裁としては有効に機能して
いないということである。現行法による罰金刑
の最高額は1，000万円（漁業水域に関する暫定措置
法第17条）であり，そのほか500万円の罰金刑を
定める法令が数法を数えるのみである（6帥。．そ
して，このようなきわめて低額の罰金刑を定め
る原因は，事業主（法人）に対する法定刑が行
為者に対する法定刑の罰金額にリンクされてい
るところにあるといえる（行為者刑とのリンク）。
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つまり，現行両罰規定は，行為者処罰と事業主
（法人）処罰の双方を含み，また前述の事業主
（法人）処罰の行為者処罰に対する従属性の原
則からも，事業主（法人）も行為者とともに各
本条の罰金刑によって処罰する，という形式を
採用している（70〕。しかしながら，両罰規定形
式における法人処罰の場合に，このような行為
者刑とのリンクを絶対に認めなければならない
という必然性は政策的にも論理的にもけっして
存しないといわなければならない｛71〕。
　現行両罰規定は，前述の意味における事業
主（法人）処罰の「行為者処罰とのリンク」を
認めるものではあるが，法人にも独立の犯罪主
体性があり，行為責任，監督責任のいずれをと
っても，法人の刑事責任は法人固有のものであ
るから，法人に対する罰金刑の金額を，行為者
とは別個に，法人の財産状態等を基準にして，
法人に対する刑事制裁として有効に機能しうる
ように定めることは十分に可能であると考えら
れる㈹。したがって，もちろん罪質にもよる
が，法人に対する法定刑（罰金刑）の多額を数
千万円ないし数億円程度にまで引き上げること
も不可能ではない。ところが，両罰規定という
形式を維持するかぎり，現行両罰規定の下で
は，法人は監督責任という過失責任を負うにす
ぎないのであるから，行為者の故意責任とのバ
ランスを考えると，法人に対する罰金刑の金額
の引き上げにも自ずから限界がある，といわれ
ている㈹。しかし，このような指摘は，現行
両罰規定の下でも，法人の代表者の故意による
違反行為につき，法人の行為責任が認められる
のであるから，それほどの説得力をもつもので
はないと考えられる｛74〕。
　2．三罰規定の提唱
　従来より，法人犯罪の防止対策の一つとし
て，法人の代表者（機関）を処罰することの必
要性が強調されてきている㈹。そこで，一方
では法人を処罰すること自体に大きな法人犯罪
抑止力が認められ，また他方で代表者を処罰す
ることについても，その効果が十分に期待でき
ると考えられる場合には，現在の両罰形式に加
えて，法人の代表者をも処罰の対象とする方
式，すなわち，違反従業者と法人に加えて、代
表者をも処罰する三罰規定の導入が立法論とし
て提唱されることになる（76〕。前述（皿一2－12〕）
のように，事業主（法人）処罰の＝理論的根拠に
関する過失責任説の主流となっている立場は，
法人の従業者の違反行為については，現実の
監督過失は代表者たる自然人について認めら
れ，その代表者の監督過失がそのまま法人に帰
属し，法人の監督過失となる，という理論構
成をとるのであるから，上言己のような三罰規
定は理論的に十分に可能であり㈹，むしろ前
述の立場からは，三罰規定が立法論として主張
されるのは自然であるといわなければならな
い㈹。また，三罰規定の導入は，刑法の責任
主義との関係で特段の問題を生じさせないと考
えられる。
　それゆえに，従来より，上言己の過失責任説に
立脚する一部の論者によって，法人に監督義務
違反の過失犯が成立するときには必ず同時に代
表者の過失犯も成立しており，したがって代表
者も過失責任を問われるべきであるという趣
旨の見解が表明され，代表者の監督過失をも合
む典型的な三罰規定が提唱されてきたのであ
る㈹。ところが，この種の三罰規定に対して
は，法人代表者の行為はすなわち法人の行為で
あり，そのようなものとして評価されつくして
いるのであるから，法人を処罰する以外に，代
表者個人をも処罰するようなことは容認されえ
ないという批判がなされている｛『o〕。　しかしな
がら，すでに上記三罰規定の提唱者自らが指摘
しているように，法人代表者の行為は法人の行
為を組成する一面と，自己個人の行為である一
面’との二面の関係を有するのであって，前者の
関係において法人の責任が生じ，後者の関係に
おいて個人自身の責任が生ずるのであるから，
上述の批判には理由がないといわなければなら
ない｛81〕。また上記三罰規定に対しては，両罰
規定における過失責任は実質的には無過失責任
に近いものであるから，それは法人代表者の刑
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事責任を根拠づけるものとしては妥当でないと
いう批判も加えられている＝82〕。たしかに，推
定された緩やかな過失を代表者個人の刑事責任
の根拠とすることは望ましくない。しかし，前
述のように，監督過失の内容を一般刑法犯のそ
れと同様のものに引き戻し，しかもそのような
過失が検察官によって立証されなければならな
いとする見解を採用する場合には，このような
批判にも理由がないことになる。さらに，三罰
規定における代表者処罰に対して，その罪質か
らみて法定刑が罰金刑にとどまるとすれば，そ
の処罰の効果は必ずしも期・待できない，という
批判もなされている㈹。　しかし，刑罰の効果
を考える場合には，その宣告に先立つ逮捕・取
調・勾留・保釈・公判といっナこ一連の手続のも
つ作用にも注目しなければならないのであっ
て，これらの手続自体にも一定の威嚇力が認め
られるし，また法人の代表者に対する罰金刑は
その金額よりもむしろ非難としての意味を重祝
すべきであるとも考えられる㈱。また，三罰
規定において法人の代表者に自由刑を科する途
も検討されるぺきであろう。さらにまた，法人
に対する罰金刑が制裁として有効な金額にまで
引き上げられた場合にまで，三罰規定を導入す
る杜会的要請があるといえるかは疑問である，
とする見解も存在するが㈱，法人に対する罰
金刑の金額と代表者処罰とは別個の問題であっ
て，たとえ高額の罰金刑を法人に科しうる場合
であっても，代表者の処罰には固有の効果が期
待できる。
　ところで，比較的最近になって，一部の論者
が，現行法上の三罰規定の存在に着目し，前述
の三罰規定とは異なった形式のそれを立法論と
して提唱している。すなわち，法人の代表者が
従業者によって違反行為がなされている事情を
知りながらこれを容認し，是正措置を講じなか
ったとき，代表者を違反従業者と同じく罰する
趣旨の規定を導八し，さらにすすんで，容易に
情を知りえたのに是正措置をとらなかったこと
を特別類型として設けるべきである，とする主
張が存在する（86〕。また，現行法上もこの種の
三罰規定が存在し，たとえば，昭和52年の法改
正により新設された私的独占の禁止及び公正取
引の確保に関する法律第95条の2は「第89条第
ユ項第ユ号……の違反があった場合において
は，その違反の計画を知り，その防止に必要な
措置を講ぜず，又はその違反を知り，その是正
に必要な措置を講じなかった当該法人……の代
表者に対しても，各本条の罰金刑を科する」と
定めている。そして，達反行為者と代表者とい
う特殊な形式の両罰規定である職業安定法第67
条第1項は，代表者処罰の要件として，1■普通の
注意を払えば，その違反行為を知ることができ
るべきとき」をも含めて規定している。このよ
うな形式の三罰規定については，たとえば，代
表者が従業者の違反行為を知っていた場合など
においては，ほとんど通常の共犯論でまかなえ
るのではないかというような問題もあるが｛87〕，
すでに現行法上，上述のような立法例もあり，
この種の三罰規定も，・法人処罰問題における現
実的対応策の一つとして，三罰規定導入の議論
においては十分に考慮される必要があると考え
られる。
　なお，三罰規定においても，両罰規定におけ
る場合と同様に，巨大な法人組織内部にあって
管理者的地位にある者を法人代表者と同視し，
その者もまた処罰の対象に含めるべきである。
　3・刑法典への法人処罰の導入
　いわゆる行政刑法の分野には，多数の法人処
罰規定が存在しているにもかかわらず，これま
で，刑法典上の犯罪について法人処罰規定を設
けることは，論外のこととされてきた㈱。し
かしながら，現代社会においては，現実に，詐
欺罪，横頷罪，名誉駿損罪，談合罪，狸嚢物頒
布罪といった刑法典上の犯罪についてまで，法
人の犯罪現象が顕著なものになってきているの
であって，ここに刑法典への法人処罰の導入が
主張されることになる㈹。すなわち，法人処
罰を特別法の片隅の便宜的な制度から，中央
の舞台へと引き出すことが提唱されるのであ
る｛oω。
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　ところで，法人処罰規定を設けるぺきか否か
についての従来の基準は，それほど明確ではな
く，刑事犯（自然犯）的なものについては法人
処罰規定を設けるべきではなく，行政犯（法定
犯）的なものについてはこれを置くべきであ
るとする考え方が支配的であったと考えられ
る（91〕。そして，このことは，前述のように，
事業主（法人）処罰の理論的根拠について，無
過失責任説以来，程度の差はあっても，つねに
行政取締目的の達成という要請が考慮されてき
たことからも窺われる。しかしながら，現行の
法人処罰規定はけっして行政刑法の分野に限定
されているのではなく，特別刑法上の刑事犯的
色彩の濃い犯罪，あるいは実質的に刑法犯と考
えられる犯罪にも認められているのである。た
とえば，公害犯罪処罪法に定められた犯罪およ
び売春防止法上の犯罪は実質的に刑法犯と考え
られるし，また補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第29条の補助金等の不正受交
付の罪および所得税法・法人税法等の遭脱・不
正受還付罪は詐歎罪に準ずる犯罪である。とこ
ろが，これらの犯罪については，両罰規定が設
けられている（92〕。これに対して，典型的な行
政犯であると考えられる行政庁による検査等に
対する拒否等について，両罰規定を置かない立
法例も存在する（たとえば，消防法第45条，第44条
第2号ジ9ヨ〕。このように法人処罰規定を設け
る基準としての刑事犯（自然犯）と行政犯（法
定犯）の区別は，実定法上もあいまいになって
いるし，本来，刑事犯と行政犯とに犯罪として
の本質的区別があるとすることは疑問である。．
また，たとえ両者の区別を認めるとしても，そ
れは著しく流動的・相対的であるといわなけれ
ばならない｛94）。
　そこで，法人処罰規定を設けるべきか否かに
ついての新たな基準としては，当該犯罪が法人
の事業活動の遂行の過程において実行されるこ
とが通常ありうべき種類のものであり，しか
も，それが法人犯罪と呼ばれるに値する実質を
もった形態において，すなわち，それが単にそ
の行為者個人の行動として割切れるものでない
形態において実行されうるような種類のもので
あるならば，この種の犯罪について法人処罰規
定を設けるぺきである，という考え方が提案さ
れなければならない㈱。そして，このような
提案が認められるのであるならば，刑法典上の
犯罪に関しても，上記の犯罪の他に，たとえば
業務上過失致死傷罪，贈賭罪，賊物罪，信用股
損罪・業務妨害罪，文書偽造罪などについて
も，法人処罰規定を設けるべきであろう㈹。
　さて，刑法典に法人処罰規定（両罰規定あるい
は三罰規定）を導入する場合には，改めて法人
処罰の理論的根拠が問い直されることになる。
すなわち，いわゆる行政刑1法の分野において，
法人処罰の根拠につき，行政刑法の特殊性ある
いは行政取締目的の達成という要請を重視する
見解を採用するかぎり，それと同一の理論にも
とづいて，刑法典上の犯罪についてまで法人処
罰規定を設けることは，刑法の責任主義との関
係において，とうてい許容されえないのであ
孔したがって，行政刑法分野においては，行
政法規における取締目的といった政策的・合目
的的要素の存在を論拠に・して過失推定説を採用
する論者も，刑法犯における事業主（法人）処
罰規定の場合には，過失の推定について消極的
な姿勢を示す見解を表明しているω7）。これに
対して，事業主（法人）処罰規定における監督
過失の内容を一般刑法犯の過失内容と同様のも
のに引き戻し，しかもそのような過失の立証責
任を検察官に負わせる立場においては，刑法典
に法人処罰を導入したとしても，刑法の保障原
則に抵触するというような問題は生じない。す
なわち，このような立場こそが，一般刑法犯へ
法人処罰の対象を拡大する途を開く可能性をも
ちうるのである。なお，責任主義を基調とする
刑法典に法人処罰を導入する場合には，その刑
事責任の範囲を，法人の行為責任を問いうる範
囲に限定し，現行両罰規定における監督責任を
取り込むべきではないという主張もなされてい
る㈱。しかしながら，このような主張は，行
政取締の必要に譲歩して，監督責任の場合に緩
やかな過失を認めることを前提にするか，ある
法人処罰の問題性--法人処罰論の現状と課題--
Page:15無断転載禁止。　
いは従来の監督責任が実質的には無過失責任と
あまり変わらないという認識を前提にするもの
であって，上述のような本稿の立場において
．は，法人処罰を刑法典に導入する際に監督責任
を除外する必要性は存在しないのであ乱
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　　事法学の諸問倒1〕』49頁以下，とくに55－56頁，
　　安陳美穂「刑罰立法について思うこと」罪と罰11
　　巻2号，8頁参照。
（81）八木．前掲書，204－205頁参照。
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　　文・浅田論文も，法人代表者に対する自由刑が有
　　効であるとしている。
（84）　田中・前掲（註⑯）論文，283頁参照。
（85）飯田・前掲論文，88頁，西田・前掲論文，282
　　頁参照。
（86）藤木・前掲書，113－114頁参照。
（87）中森・前掲論文，38頁参照。この点について，
　　藤木・前掲書，n3－114頁は，共犯立証の困難性
　　の緩和を立論の根拠としている。
（88）最近のいわゆる公害犯罪処罰法には法人処罰規
　　定が設けられているが，この法律を刑法典に編入
　　しようとした改正刑法草案は，その際，法人処罰
　　規定の部分を除外したのである。このことは，刑
　　法典上の犯罪がなお法人処罰と関連しないことを
　　再確認するものであったといえる（中山研一r刑
　　法総論』153頁劃4〕参照）。
（89）西田・前掲論文，280頁参照。また，藤木・前
　　掲書，106頁，藤永・前掲論文，132頁参照。
（90）平野龍一「刑法の将来と課題」『刑法の機能的考
　　察」261頁参照。
（91）飯田・前掲論文，81頁，東條・前掲（註Oユ〕）論
　　文，258頁参照。
（92）西田・前掲論文，262頁，棚町・前掲論文，7
　　頁以下参照。
（93）東條・前掲（註㈹）論文，9頁，飯田・前掲論
　　文，82頁。
（94）板倉宏r現代社会と新しい刑法理論」44頁以下
　　参照。
（95）東條・前掲（劃31〕）論文，258－259頁，福田・
　　前掲（註舳論文，u7頁参照。
（96）西田・前掲論文，269頁，宇津呂・前掲論文，
　　223頁，東條・前掲（註剛）論文，259頁，平野・
　　前掲論文，261頁，福田・前掲（註㈱）論文，117
　　頁，飯田・前掲論文，88頁，萩原玉味「法人処罰
　　の規定形式」西原春夫ほか編r刑法学ユ』156頁，
　　藤木英雄「法人と刑法」法学セミナー262号，57
　　－58頁参照。
（97）福日ヨ・前掲（註棚）論文，117頁参照。
（98）西田・前掲論文，280頁，飯田・前掲論文，85
　　頁，88頁参照。
w新しい法人処罰立法論の検討
　1．法人独立処罰論
　以上の検討作業により，法人処罰のあり方を
めぐる主要な問題点が明らかにされたものと考
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えられるので，最後に，近時提唱されている新
しい法人処罰立法論を取り上げ，それを批判的
に考察するという試みがなされなければならな
い。
　まず，法人の犯罪能力の問題について，前述
（1ト1）のような法人代表者の行為および故
意・過失を法人のそれと把握して法人の犯罪能
力を肯定する支配的な見解を採用せず，代表者
と切り離して法人の行為を独立に認めうるとす
る見解が存在する㈹。このような見解を最初
に捉唱した論者によれば，法人の役職員の，法
人業務のための行動を法人の行為とみるという
考え方はあくまでも一つのフィクションにすぎ
ないのであって，刑法理論としては，これを安
易に認めることはできない。そこで，この論者
は，たとえば過失犯ないし不作為犯のように，
義務違反性を本質的要素とする犯罪に着目し，
そのような犯罪の場合であって，しかも，法人
もその義務の主体となりうる性質の義務を怠っ
たことにより他人に害悪を及ぼしたことが犯罪
とされる場合には，刑法犯であると，行政取締
罰則違反の罪であるとを問わず，その加害行為
は，法人自体の義務違反によって惹き起こされ
た法人自体の犯罪と観念することができると考
え，そしてこのような観念を承認すれば，具体
的に事実行為者について違反事実を特定できな
い場合であっても，法人を処罰することができ
る，と主張している。すなわち，この論者によ
れば，このような方法をとると，たとえば，実
務担当者が頻繁に交替しているなどの理由で，
違反行為者を特定できない場合には，法人処罰
が事実上できないという，現行両罰規定の解釈
運用によってもたらされる不都合を解消するこ
とができるのである。なお，論者は，上記の理
論構成ならびにそれにもとづく法の運用も，解
．釈論上可能であるが，それが長年の実務慣行に
反するので，そのためには，新たな立法措置が
必要である，としている。
　さて，このような見解は，新たな視角から独
白の法人犯罪能力肯定説を説き，それにもとづ
いて，個人行為者責任とのリンクからの法人処
罰の解放，すなわち法人の独立処罰を提唱する
ものとして，注目に値する主張であるといえ
る。しカ・しながら，この主張には，解釈論上の
問題としても，また立法論上の問題としても，
いくつかの重大な疑問が存在するといわなけれ
ばならない。まず，現行両罰規定は，すくなく
とも，特定の従業者が特定の各本条の構成要件
に該当し，違法性を有する行為をなしたこと
を，明文をもって法人処罰の要件としているの
であるから，条文の文言を離れて，従業者の違
反行為が特定されない場合にまで，法人処罰の
範囲を拡大することには，厳格解釈を基盤にお
く罪刑法定主義との関係において重大な疑問
があるとしなければならない。この点は，単
に実務慣行に反するというような問題ではな
い‘100〕。つぎに，立法論としても，法人の行為
を問題とする場合に，自然人の行為との帰属関
係を一切否定しながら，なおかつ法人の処罰を
認めようとする思考方式には，理論構成上かな
りの無理があるものと考えられる。なぜなら
ば，白然的意思と肉体をもたない法人はあくま
でも機関たる自然人の現実の行為を媒介として
はじめて活動しうるものだからである。すなわ
ち，論者によって法人自体の義務違反とされる
状態も，究極的には法人内部の自然人の意思活
動によってもたらされるものと考えざるをえな
いのである。そこで，このような義務違反の状
態を法人の機関が現実に防止する可能性が存在
したのか否か，またそれを期待する可能性があ
ったのか否か，という点の分析を経ずに，単に
客観的義務違反の状態という結果だけで法人処
罰を行なうとすれば，それは，結局，結果責任
を認めることに帰着する，という批判がすでに
なされているのであって，法人独立処罰論の提
唱者がこの批判に対して的確に反論することは
きわめて困難であろう‘101〕。
　2．企業組織体責任論
　つぎに，前述の法人独立処罰論と同様に，法
人の代表者と切り離して法人の行為を独立に認
めうるとする別の見解が，この理論を継承，発
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展させることを意図して主張されてい乱この
主張は，法人などの企業は組織体として活動し
ているのであるから，代表者・中問管理者・現
場従業者など，企業組織体活動の分担者の行為
を個別的に分断してとらえるのではなく，全一
体的に法人の行為としてとらえるべきであると
する新しい考え方を中心に展開されているので
あって，主唱者臼らによって，「企業組織体責
任論」と呼ばれている（102）。この理論は，法人
処罰の理論構成として，まず，法人代表者の行
為はもとより，工場長・支店長など高級管理者
の行為にとどまらず，末端の技術者・労働者の
行為も，それが客観的業務関連性を有し，企業
組織体活動の一環として行なわれているとみら
れるかぎり，同時に企業組織体そのものの行
為，法人自体の行為としてとらえられる，とい
う立場を採用する。すなわち，法人に帰属する
行為の範囲を末端従業者のそれまでに拡張し，
そのような従業者の違反行為についてまで，法
人の「行為責任」を認めるのである。そして，
この理論は，それと同時に，この理論において
は企業体の組織活動を分担する各行為者とは独
立に企業体白体の違法活動についての責任を論
じるのであるから，代表者ないし従業者の各本
条の構成要件に該当する違法な行為が認められ
なくても企業体を処罰できる，という思考方式
をも採用している。すなわち，この点について
は，その結論の部分において，前述の法人独立
処罰論と同様の理論構成をとるのである。この
論者は，これら二つの理論構成に立脚して，企
業組織体責任論によれば企業体自体が犯罪主体
として，その組織体活動が全一体としてとらえ
られる，と述べている。論者は，それにつづい
て，各個人の職務分担が明確でない場合，担当
者が次々と交替した場合，職務分担者相互間に
信頼の原則が適用される場合などには，個々の
可罰的行為が特定できず，常識的には法人の違
反活動として処罰すべきであるにもかかわら
ず，従来よりの現行両罰規定の解釈運用によっ
ては，このような場合に法人を処罰できないと
いう不合理の存在することを指摘したうえで，
企業組織体責任論によれば，企業組織体活動を
分担したどの個人が可罰的行為をしたかを具体
的に特定できなくても，法人処罰は可能であ
り，ここに企業組織体責任論の最大の長所があ
る，と説いている。企業組織体責任論者は，法
人処罰の問題については，以上の法理を主とし
て立法論として展開するのであるが，それと同
時に，現行両罰規定の解釈にもそれを適用しよ
うとしている。
　このような企業組織体責任論については，ま
ず，現行両罰規定の解釈につき，それが，事業
主（法人）処罰の前提となる従業者の違反行為
は客観的に存在すればよいのであり，したがっ
て個人行為者の主観的要素を，個人行為者処罰
を論じる場合と同様に各本条違反行為の構成要
件要素ないし違法要素とみる必要はない，とす
るなど妥当性を欠く結論を導いていることを指
摘しなければならない‘103㌧その理由は，先に法
人独立処罰論による現行両罰規定の解釈を批判
する際に指摘したことと基本的に同一である。
　つぎに，立法論としては，この理論が法人処
罰立法論を議論する場合にはけっして無視しえ
ない重要性をもつものであることを否定しえな
いけれども，この理論にも，いくつかの重大な
疑問が存在するといわなければならない。ま
ず，先に紹介した法人の行為責任を拡張する理
論構成と自然人の行為をまったく媒介としない
法人処罰を認めるものと考えられる理論構成と
いう二つの立論の根拠の理論的な整合性が疑問
であるし（104〕，事業主処罰規定における事業主
（法人）処罰の理論的根拠についての過失推定
説が主張したような法人（企薬体）の無過失免
責を認めることは論理一貫性を欠くように考え
られる｛105〕。これらの点が，生成途上の新しい
理論に付きまとうやむをえな」い不協和音である
としても｛106〕，つぎに，末端の従業者の違反行
為についてまで，法人の行為責任を拡張する点’
には，重大な問題が含まれているとしなければ
ならない。前述（皿一1）のように，大規模な
法人の内部において，その権限・役割が代表者
と同視しうるような管理者的地位にある者の行
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為を直接に法人に帰属させることは可能である
としても，法人内部において本質的にその権眼
　役割を異にする末端の従業者のすべての行為
までを直接法人に帰属させることは行過ぎであ
って，このような思考方式は，かつての無過失・
責任説に帰着する疑いがあり‘m，また法人処
罰を主張するのにいささか急であり，究極的に
はいたずらに法人処罰の苛酷化を招く虞がある
といわなければならない｛108〕。また，法人の行
為責任を認めうる範囲を拡張するためには，行
為者の地位および行為態様からきめ細かに法人
の行為となしうる要件を考えなければならない
であろう｛109〕。そのうえに，たとえこのような
法人の行為責任の拡張が許されるとしても，法
人処罰のためには，なお，違反行為者の特定は
必要と考えられる‘110〕。ついで，企業組織体責
任論が，自然人の行為をまったく媒介とせず，
法人（企業体）自体の犯罪行為を独立に認める
ものと考えられる点については，前述の法人独
立処罰論に対するものと基本的に同一の批判が
妥当するといわなければならない。すなわち，
すでに指摘されているように，過失犯が成立す
るためには，客観的過失が存在するだけでは足
りず，主観的注意義務違反もまた必要なのであ
るが，本来意思を有しない法人（企業体）自体
にはこのような主観的注意義務違反を考えるこ
とはできないのであるα11〕。
　さて，企業組織体責任論には，法人処罰の強
化・拡充のためには，個人行為者責任とのリン
クから法人処罰を解放することが絶対に必要で
あると考え，そのために，前述のような従業者
の可罰的行為を特定することが困難な場合に，
個別的・具体的・分析的な判断を避けて，全体
的・抽象的・総合的な判断により，法人（企業
体）自体の違反行為の存在を認めようとする傾
向があると考えられる。そしてこの理論のもつ
そのような傾向をとらえて，この理論に対して
は，過失追及の仕方にしても，具体的にどこと
は指摘できないが，とにかく被告企業の活動に
は欠陥があるから有罪だというようなものが刑
事裁判とは思えないのである，というような厳
しい非難が浴びせられている‘112〕。個人責任を
原則とする刑法の下で，法人処罰を問題にする
場合には，法人の犯罪能力を肯定するときに
も，やはり法人の代表者（および管理者的地位に
ある者）の意思と行為を媒介として，代表者
（および管理者的地位にある者）の違反行為につ
いては法人の「行為責任」を，それ以外の従業
者については法人の「監督責任」を認めるとい
う理論構成が必要なのである。なぜならば，自
然人の行為をまったく媒介としない法人自体の
行為というものを考えることはできないからで
ある。従業者の違反行為の場合には，まずそれ
を具体的に特定し，ついで特定された違反行為
について，法人にその「監督責任」を問うのが
本来の筋道であり，個々の違反行為の具体的な
特定が困難であるからといって，その点の検討
を抜きにして，全体としての企業活動の欠陥
（落度）というものをとらえることは，むしろ
いっそう困難であるか，あるいは不可能である
といわざるをえない。たとえば，許された危険
事務の共同担当者相互問で，いわゆる信頼の原
則が適用されることにより誰にも可罰的違法な
過失が認められないような場合には，やはり企
業体にも過失がないと考えるべきである。結
局，上述のような法人処罰の理論構成を捨てた
場合の法人の独立処罰には，刑法の責任主義と
の関係において，けっして看過しえない疑問が
存在するといわざるをえないのであるu13〕。
　ところで，企業組織体責任論に対しては，そ
の他にも従来よりいくつかの重要な批判があ
り，またこの理論の主唱者によって，それらの
批判に対する反論も行なわれている。そこで，
このような論争の中から，本稿のテーマと密接
に関係する問題点を取り上げることも必要であ
ろ㌔すなわち，この理論に対する従来からの
重要な批判の一つに，この理論が企業に対して
だけ過失概念をひろげるのは，罪刑法定主義の
うえから問題がある，とする趣旨のものが存在
する｛H4）。これは，企業組織体責任論の立論の根
底にあるものと関わる重要な批判である。そし
てこの批判に対して，この理論の主唱者は，個人
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行為者に対して要求される行動基準と，消費者
ないし住民の保護者的地位にあり，人的組織と
物的施設をそなえる社会的強者としての企業体
に要求される行動基準とが別であっても，何も
おかしくはない，という反論を加えている‘115）。
この反論にみられる思考方式，つまり企業犯罪
は社会的強者たる企業が社会的弱者たる市民に
対してなした加害行為なのだから対等者問の論
理はそこでは排せられるという政策的判断山6〕
は，’この理論全体の前提となっているのである
が，歴史的・社会経済的考察によって始めて明
らかにされうる「社会的強者」・「社会的弱者」
という観念‘11ηをどのような形で刑事法の理論
の中へ取り．入れることが可能であるのかは疑問
であるといわなければならない。さて，この理
論の主唱者は，さらに反論を続けて，つぎに，
判例が両罰規定など事業主処罰規定における法
人の刑事責任を，従業者等の違反行為を防止す
るために必要な注意を尽くさなかったという，
個人行為者の過失とは別の「緩やかな過失」に
ついてのものであると解し，しかもその過失も
推定されるとしているのであり，通説もこれを
支持していることを指摘し，それを理由とし
て，先の批判をかわそうとしているu18〕。しか
しながら，事業主処罰の根拠に関する通説・判
例の過失推定説には刑法の責任主義との関係に
おいて重大な疑問があることは，前述（1ト2－
12〕）のとおりであって，このように責任主義に
抵触する疑いが濃厚な過失推定説の論理を自説
を正当化する根拠に用いようとするなどという
ことは，これを十分に理解しえないといわざる
をえない。これは，この主唱者にとっても賢明
な論法とは恩われないのである｛119川2ω。
　なお，企業組織体責任論の主唱者は，この理
論によると，たとえば現行刑法の業務上過失致
死傷罪の適用も合理化され，企業の統轄者・企
業支配者の刑事責任を厳しく追及することが可
能になる，と説いているが｛12D，法人企業の代
表者等の管理者の刑事責任追及は，法人処罰が
刑法典に導入されることを前提として，三罰規
定形式の立法措置によるのが望ましいと考えら
れる。
　3．法人行為責任論
　さらに，いわゆる法人処罰の行為者処罰への
従属性を否定し，法人の独立処罰を主張する第
三の見解が存在する。これは，法務省刑事局に
おける法人処罰立法問題についての検討結果を
踏まえて，同局関係者によって展開されている
ものであり，この見解の特色は，それが法人の
犯罪能力の存否に関する抽象的・観念的な論議
を避けながら，立法問題として，法人の「行為
責任」が成り立つ範囲を可能なかぎり拡張して
行こうとするところにある｛122〕。
　この見解を主張する論者は，まず，法人処罰
に対する基本的態度として，法人に対し刑罰な
いし制裁を加えるべき場合については，一定の
範囲で法人自体の違法行為を認めざるをえな
い，という認識に立って，法人の「行為責任」
という理論構成に積極的な態度をとり，つい
で，法人の「行為責任」と「監督責任」を区別
することは法人活動の実態に即さない，とし
て，これら両者による二元的な理論構成には消
極的な姿勢を示している。そこで，これらの論
者は，法人処罰立法問題を検討する際の重点
を，法人の「行為責任」を問うための個別の要
件，すなわち法人の構成員（123〕の行為を「法人
の行為」と認めうる要件を積極的に捉示するこ
とに置くことになる。そしてこれらの論者は，
行為主体を，法人の代表者・理事・取締役その
他の役員（業務執行の中枢機関），代理人・支配
人その他営業に関する一定の事項について法人
のために行為することを認められている者（中
間管理者），法人の使用人その他従業者等に三
分する場合には，前二者については，r客観的
業務関連性Jを，最後の末端従業者について
は，「業務関連性」の他に，「法人のためにする
意思」と「中枢機関の意思決定にもとづいて，
機関もしくは上級管理者の指揮・監督の下で行
なわれたこと」を法人の行為責任認定の要件と
し・行為主体を・法人の機関’（法人の代表者・理
事・取締役その他の役員など業務執行の中枢機関）と
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代畢人・中間管理者一一般従業員をあわせた中
枢機関でない者に二分する場合には，前者につ
いては，「客観的業務関連性」を，後者につい
ては，「業務関連性」の他に，「法人のためにす
る意思」と「中枢機関からの指揮・監督の下で
行なわれたこと」を，その要件とすることを提
示し，中枢機関の行為はもとより，要件の立て
方によっては，末端の従業者の行為までも「法
人の行為」と認めうることを提唱している。こ
の見解の場合も，前述の法人独立処罰論および
企業組織体責任論の場合と同様に，その捉唱者
は，末端の従業者の行為についてまで，法人の
「行為責任」が成り立つ範囲を拡張することに
よって，法人処罰を個人行為者賞任とのリンク
から切り離すことが可能であり，また法人に対
する法定刑を行為者刑とのリンクから切り離す
ことも可能であって，現行両罰規定においてみ
られるような，法人処罰の従属性がもたらす不
都合を解消することができると考え，そこにこ
の理論の最大の長所を認めてい乱
　さて，法人の行為責任が成り立つ範囲につい
ては，それを法人の代表者と同視しうる管理者
的地位にある者の行為についてまで拡張するこ
とは，前述のように，十分に承認されうるもの
であるが，末端の従業者の行為をも直接に法人
の行為と認め，法人の行為責任を問うという思
考方式は，先に企業組織体責任論の理論構成に
関連して指摘したように，その要件の立て方如
何によっては，かつての無過失責任説に帰着す
る疑いがあり024〕，立法論として法人処罰の範
囲を拡大するについて，すこし過剰となる虞が
あるといわざるをえない。もっとも，上述の見
解の捉唱者は，法人の行為と認めうる要件を厳
格に絞ることによって，刑法の責任主義との抵
触を避けようとするのであり，この点にこの理
論の特色が存するわけであるが，先に紹介した
ような末端従業者についての要件では，法人の
行為から除かれる場合は非常に少ないとも考え
られるのであって｛125〕，この点については，刑
法の保障原則との関係において，なお疑問が残
るといわなければならない。
　つぎに，この見解が，従業者の違反行為がそ
のまま法人に帰属し，法人の違反行為となり，
その違反従業者の故意・過失が法人の故意・過
失となる，という理論構成，すなわち従業者の
行為について，構成要件該当性，違法性，有責
性の三要件のすべてが充足された場合にのみ，
法人も処罰しうる，とする構成をとる場合に
は，提唱者の意に反して，法人処罰のために
は，なお具体的な違反行為者の特定は必要であ
るといわなければならない。また，この見解
が，このような理論構成をとらず，従業者の刑
法的評価以前の行為がそのまま法人に帰属し，
法人の行為となる，という構成をとる場合に
は，故意・主観的注意義務違反・違法性の意識
　責任能力といった主観的要素については，個
々の行為者とは別個の法人としてのある種の主
観的要素の存在を認めなければならないことに
なる。しかし，本来意思を有しない法人には，
このような主観的要素の存在を考えることはで
きないのである。あえてそれを認めようとする
場合には，伝統的な刑法理論の枠組からはみ出
すことにならざるをえない｛126〕。
　なお，両罰規定形式における法人処罰の場合
に，その法定刑につき，丁行為者刑とのリンク」
を絶対に認めなければならないという必然性が
政策的にも論理的にもけっして存しないこと
は，前述（皿一1）のとおりである。
　さて，上述の三種の法人処罰立法論は，いず
れも，現行両罰規定においてみられるような，
法人処罰の個人行為者責任とのリンクがもたら
す不都合を必ず解消されなければならないもの
と断定し，その問題を解決するために，様々な
立法論を展開しているのであるが，むしろ従業
者の違反行為の場合には，当該従業者の違反行
為を具体的に特定し，それを前提として，法人
の監督責任を問うのが，刑事制裁行使の本来の
あり方であると考えるべきであろ㌔前述した
ように，あくまでも個人責任を原則とする刑法
の下では，個々の違反行為者の特定が困難で，
そのために法人処罰が不可能になる虞があると
いう事態が生ずるとしても，それは刑事制裁の
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限界ないし節度を意味しているものと理解すべ
きであろう。
　註
（99）藤木・前掲（説1〕）論文，191頁以下，同・前掲
　　書，ユ06頁以下，同・前掲（劃75〕）論文，11頁以
　　下，同・前掲（劃㏄〕）論文，56頁以下，同「法人
　　に刑事責任がありうるか」季刊現代経済14号，162
　　頁以下，同r行政刑法』45頁以下参照。
（m　三井・前掲論文，149－150頁参照。
（lm）西田・前掲論文，277－278頁参照。
（l12）板倉宏r企業犯罪の理論と現実』，同・前掲書
　　（謝9切）所収の諦論文，ならびに，同「法人処罰
　　の法理と立法論」研修439号，17頁以下参照。企
　　業組織体責任論を全而的に支持するものとして
　　は・沼野輝彦「チッソ刑事判決と企業組織体責任
　　論」ジュリスト690号，47頁以下，加藤直隆「企
　　業災害と刑法理論の在り方」日本大学大学院法学
　　研究年報6号，49頁以下，瀬旧川昌裕r公害と企
　　業組織体責任論」日本大学大学院法学研究年報7
　　号，1頁以下。また，解釈論としては無理としっ
　　つも，好意的に評価するものとして，土本・前掲
　　（謝2〕）論文，147頁以下。
（”3）　田中・前掲（註19〕）論文，200頁，米田泰邦
　　「企業組織体責任論と行為論」『行為論と刑法理
　　論」ユ69頁参照。なお，飯田・前掲論文，82頁も，
　　企業組織体責任論を解釈論に反映させることは困
　　難である，としている。
（lll）　田中・前掲（註⑮）論文，293頁参照。
（m　西田・前掲論文，285－286頁註鰍守津呂・前
　　掲論文，2ユ2頁参照。
（lll）米田・前掲論文，166－167頁参照。
（m　中森・前掲論文，37頁参照。
（ml）宇津呂・前掲論文，2ユ2頁参照。なお，このよ
　　うな問題点を考慮して，企業組織体責任論者は，
　　論理一貫性を犠牲にしてまで，前述のような法人
　　（企業体）の無過失免責の余地を残しているとも
　　考えられる。
（lll）三井・前掲論文，ユ53頁参照。
（m　西田・前掲論文，279頁参照。
（1ll）西田・前掲論文，279頁参照。なお，上田寛「公
　　害と刑法」中山研一編『現代刑法入門」259頁も参
　　照。
（1ll）米田・前掲論文，171頁参照。
（lll）西田・前掲論文，279頁参照。
（m）　山本和昭「法人およびその役員の処罰につい
　　て」警察学論集27巻4号，40頁劃2〕参照。
（lll）板倉・前掲書（謝鐵O），109－110頁，同・前掲書
　　（註（1ll）），73－74頁参照。
（l1l）真鍋毅「企業組織体責任論への疑問」r現代刑
　　事責任論序説」386頁参照。
（l11）板倉・前掲書（註（l12）），42頁参照。
（l1品）板倉・前掲書（謝90），110頁，同・前掲書（註
　　（m2）），74頁参照。
（1”）山崎清「刑事過失論の課題」ジュリスト608号，
　　90－91頁参照。
（1別）企業組織体責任論に対しては，その他にも，た
　　とえば，この理論が新週失論（危慎感説）と結び
　　つく点について，とくに厳しい批判がなされ，こ
　　の理論の主唱者も反論を試みているのであるが，
　　この問題の十分な検討については，他日を期した
　　い。板倉・前掲書（註19切），64－65頁，nO－1ユ1
　　頁参照。
（lll）板倉・前掲書（謝9切），105頁以下，同・前掲書
　　（註（l1；）），68頁以下参照。なお，三井・前掲論文，
　　148－149頁，！52頁も参照。
（122）飯田・前掲論文，81頁以下，藤永・前掲論文，
　　131頁以下参照。なお，東條・前掲（註剛）論文，
　　227頁以下も，同様の思考方式を採用する。
　　　なお，この見解も，法人の行為概念を認めるの
　　であるから，法人の犯罪能力を肯定する立場であ
　　るといってもさしつかえないと考えられる。この
　　点に関して，板倉・前掲書（註側），47－48頁参
　　照。
（121）　ここでいう構成員とは，法人格の主体を構成す
　　るものだけでなく，実質上の構成員である従業者
　　を合むものである。
（lll）かつて，前記昭和32年11月27日の最高裁判決下
　　飯坂補足意見は，その無過失責任説を展開するに
　　際して，「従業員の当該業務に関して為した事実
　　上の行為は同時に事業主自身の行為と見傲して一
　　向に妨げない」とする思考方式をとっていた。
（121）中森・前掲論文，38頁劃7〕参照。
（12丘）東條・前掲（註el〕）論文，254－255頁参照。
V　むすびにかえて
　以上の，法人の刑事責任のあり方をめぐるい
くつかの重要課題の検討により，法人処罰の問
題性が，その主要な部分において，明らかにさ
れたと考えられる。しかし，法人処罰論には，
多様な問題点が含まれているのであり，残され
た検討課題も多いといわなければならない。そ
の一つに，たとえば，罰金，科料等の財産刑に
加えて，法人に適する新しい刑罰または保安処
分を新設するという問題があり，従来より，法
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人の解散命令，一定期間の営業停止，免許の取
消，違反行為をなした構成員または機関の排
除，利益剥奪処分等を導入することが提案され
てきている。しかし，このような制裁には，法
人内部にとどまらず，取引関係にある第三者な
ど多方面にただちに影響する性格のものも合ま
れているのであるから，その導入にあたって
は，その手続の問題をも含めて，慎重な考慮を
必要とするであろうo刎。
　さて、本稿においては，法人処罰の効果ない
し法人処罰の刑事政策的必要性といった問題を
改めて取り上げ，それを詳細に論証するという
試みはなされていない。それらが存在すること
を前提として，よりいっそう適切妥当な法人処
罰のあり方が追究されてきたのである。しかし
ながら，法人処罰の効果であるとか，法人処罰
の必要性といった問題は，それらの存在が一旦
論証されえたとしても，絶えず改めて，よりい
っそう十分に，その再検討が続けられなければ
ならない性格のものである。また，本稿の冒頭
において述べたように，法人（企業体）処罰の
強化・拡充が社会的に要請されていることは事
実であるが，このような杜会的要請といわれて
いるものも，けっしていたずらに苛酷な法人
（企業体）処罰を求めているのではない。真に
求められているのは，究極的に，法人（企業）
犯罪の十分な抑止であるが，この場合，法人
（企業）犯罪の領域においても，刑法はまさに
最後の手段（u1tima　ratio）であることが，確
認されなければならない。これらの問題の本格
的な検討については，他日を期したい。
　なお，本稿において法人処罰の問題性を論じ
るに際しては，従来より学説・判例が培ってき
た理論の欠陥を克服是正することに重点が置か
れてきたのであり，近時提唱されている新しい
法人処罰（立法）論においてみられるような発
想の転換は試みられてはいない。しかし，大胆
な発想の転換を図るよりも，よりいっそう適切
妥当な方向にむかう着実な第一歩を踏み出すこ
とに，いっそう大きな意義が認められる場合も
ありうるであろう。このような視点もまた重要
であるという指摘をもって，本稿のむすびにか
えることにしたい。
　註
（121）西［日・前掲論文，28／頁，中森・前掲論文，38
　頁，藤木・前掲（劃1〕）論文，202頁，同・前掲
　（謝99〕）論文，175頁，東條・前掲（註e1〕）論文，
　259－260頁，飯田・前掲論文，85頁以下参照。
（！986年9月24日受理）
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